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産理論の様々な断編を結び合わせることである（…esTheoriefragmente, ・ ・ ,










endung ist・einwesentlicher Zug des vorliegenden Modells. Sie scheint gleic-
hsam der Schlussel zur makrookonomischen Behandlung des Substitutions-
und damit auch des Verteilungsproblems zu sein.“〉
(6) Niehans, ]., ,,Die Wirkung von Lohnerhohungen, technischen Fortschritten, Steuern, 
und Spargewohnheiten auf Preise, Produktion und Einkommensverteilung“， in Schn← 
ider, E. (hrsg.), Einkommensverteilung und technischer Fortschritt, 1959, s~. 9-
94, insbesondere s. 13. 















{3) L =lN 
(4) V =PK 
(5) Yn=CG十CL十l+V
(6) ρ＝P(X）＋π 
(7) l =l(N, p) 
(8) X =X(K, N) 
'(9) CL=CL(L, p) 
(10) CG=CG(G, P) 
(1) I =l(G，あの
ax 
（ロ） l aN p -ax 
δK 
(13) p十一；←xρ－X－一 θ~ + ~x ρN一一~pJ一＋－aθfK 
aK 
(8) Niehans, ]., a. a. 0., s. 12-13. 
















¥14) Y =Y却 均衡条件
記号の説明。 Y：供給面の名目総社会的生産物〈名目国民所得〉， x：実質
総社会的生産物〈実質国民所得）， p：価格水準， G：資本家の利潤所得， L:
労働者の賃金所得， V：名目減価償却〈名目資本減耗）， l：貨幣賃金率， N:
雇用量〈労働投入量）， K ：実質資本減耗（資本ストックではない。）， y問：需
要面（支出面〉の名目総社会的生産物， CL：労働者の消費， CG：資本家の消
費， I：純投資， π：パラミター 。















た式戸＝P*(X）を考えることができる。モデ、ルの（1), (4), (7), (9）～（ゆ式の戸
はどのようなものとしてみなすことができるであろうか。そのどれもが個々の
側 Niehansの分配論の体系は，基本モデ、ル（DasGrundmodell) と微分した一基本モデ





















































































「Q利潤」の説明は次の文献にみられる。 Freiser,E., ,,Multiplikatorproze.B uncl dy-
namischer Unternehmergewinn", in Freiser, E., Wachstum und Einkommensvertez・lung,
1960 s. 134. 
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(16) この考えは E.Scheeleにもとづいている。 Scheele,E.ハ，Mikroるkonomieund Ma-







① X＝~ Xi 
これらの生産物に対して次の生産画数を仮定する。
② Xt=bi NjiKfi 
さらに，次のように定義する。
（ ム日 Ki • 
(3) 一一一一＝α -k 
泡ノ － K 一円
①，②，③式から，
n 




去二 aibi afi Nα刊誌iK/3i
⑤ 
θK ~1 f9i bi afi N；ψKf3i-1 
K 2J. o.i Xi 2J ＿！！：＿子
•=l i=l ”。，Xi- N ~i/3i Xi - ~iT-
n 《





R Ni. θXi aiXi 一一一－N 8Ni - N 
axi 〆 δxi
＠式へ＠式を代入して得られる式へ③式を代入し，互応＝Ni , J玄－；，＝Kiとお
けば， 。x n 
- 2J ai Ni 
⑦ θN i=l 一一ax - n 
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凡1i i=l 
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白骨 Y =PK 
(18) G =Y-L-V 
(3) L =lN 
(4) V＝争K
(19) I =Y -CG-CL-V 
位。 I =1 。1) P* =P*(X）＋π 
（包） l* =l*(P*) 
(7) l =l (N, P) 
ω このモデ、ルは E.ScheeleとW.Krelleに負うところが多い。彼等のモデルと異な
る点は，（21）式が次の①式に，（26）式が次の②式に，（8）式がコブ・ダグラス型
生産画数 XニNαKI-aに代えられ，（21)' (22)' (25)' (26）式が不要になるという
点にある。 Scheele,E., ,,Die makroるkonomischeTheorie der Einkommensverteilung“， 
Jahrb. f. Sozial日issenschaft,Bd. 14-1, 1963, s. 141-235, insbesondere s. 211 
-214. Krelle, W,. a. a. 0., 1961. 註凹）で引用した Krelleの考え方を定式化すれ
ば，次の式で示される。 Niehans分配モデルの（6）式を除外して総費用の定義式を示
せば， C=lN+pK・－－①，利潤極大化条件は最適生産量の条件であるとみなすから，
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X =X(K, N) 
CL=cLL十αL, l>cL>O， αL>O 
。
C(}=C(}G十α（｝， l>cG>O， αe>O 
ax 
l* aN 
p* - ax 
aK 
aρ＊ aK al* ap* ρ＊十X一一一一＝戸一一＋（N－一京十K）←一一ax、 ax ap ax 。









残余量としての総利潤の定義式であるO (3), (4), (7）および（8）式の意味は明らか












































































ことである。いま，初期状態では P>P＊ であり，その後はおそらく l＞がに
なることを仮定すれば， Pと戸の布離が生じるから，資本家は需要曲線の形





































。 G 1 l ] -Ci αG ＝っ一一一fーーァ~L十 了
l-CG 1-CG l-CG 
fは独立投資であるから側式の両辺をXで偏微分すれば，
'(31) 
θG 1-cL oL 
θx - 1-cG ax 
この式に（3）式と（7）式を用いて整理すれば，。1）式は次式のように書き直すこと
ができるO










































W む す び
前節において検討した Niehans分配論は，特定の分配理論に，新古典派分
配論の本質的な部分を導入すると同時にケインズ派分配論の重要な接近方法を
も導入することによって2つの分配論を綜合化しようとした意欲的な研究で、あ
る。そして， Niehans分配論の体系が巨視的分配の決定について新しい所説を
提示していることはそれとして高く評価されなければならなし、。ことに， Nie-
hans分配論は，比較静学的体系であり， また，所得分配の問題を決定するに
あたって微視的経済学と巨視的経済学を組み合わせるとし、う基本的な問題を離
れては追求できない性格をもっている。このことは明確に指摘されることであ
る。
しかし， Niehans分配論には残念ながら明確な欠点が示されている。 Niehans
の意図した所得理論，価格理論，分配理論，生産理論の綜合化は既述の方法で
は十分になされていなし、。また，代替問題，従って，分配問題の巨視経済的な
取扱いを解く鍵として考えられた代替原理，最小費用条件および利潤極大化条
件などの徴視経済的な説明がそのまま巨視経済的な循環論的説明に適用される
ことは，十分に成功しているとは思われないのである。
このようなことは，既に吟味・検討したことのある第E節で挙げた分配理論
のすべての場合にあてはまることではないのであるO この意味において，所得
分配の問題について提示された多彩な諸学説や諸命題に対して今一度方法論的
再反省と体系的再検討を加える必要があるO
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